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 1998 年以来、自殺者が 3 万人を超える（1 日当たり平均 80～90 人が自殺で生命を絶つ状況）のは 13 年
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 2010 年の自殺者数は 3 万 1690 人（警察庁公表）であった。これは 1998 年以来から計上
された中で 12 番目の多さで、自殺者が 3 万人を超えるのは 13 年連続となった。2010 年よ
り過去 11 年を累積すれば、自殺者数は 33 万以上となり、損なわれた労働力と経済的損失
は計りしれない。3 万人といえば、東日本大震災の死亡者（2011 年 9 月 11 日現在）15,782
人のおよそ 2 倍の命の数が毎年、失われているのに等しい数である。 
 2004 年から 2007 年まで警察庁で調査された都道府県別自殺率（発生地における自殺者
数、対 10 万人あたり）に関する統計資料では、4 年間の平均（全体平均 25.5 人）で自殺率
が高かったのは、秋田（41.6 人）、山梨（41.5 人）、青森（36.7 人）、岩手（36.6 人）、島根
（35.7 人）の順で、低かったのは、神奈川（19.3 人）、愛知（20.8 人）、埼玉（21.4 人）、奈
良（21.6 人）、東京（22.0 人）の順であった。 
各都道府県自殺率が発生地による偏りがないか、「地域における自殺の基礎資料」（警察庁




らい差があるか確認した。先述の 2004 年から 2007 年の統計と同様の結果が得られ、標準
偏差 4.11、全体平均自殺率 26.4 人（図 1 中の赤線は平均値を表す）に対して、自殺率が高
かったのは、秋田、青森、岩手、島根、新潟の順で、低かったのは、奈良、神奈川、岡山、
香川、徳島であった（図 1 参照のこと）。 
 
 






 次に、先述の同統計を参考にして、本研究で扱う 2008 年自殺率の分布状況、2005 年か
ら 2010 年自殺率の分布状況を視覚的に認識するために、自殺率 0.5 人を 1 つの階級とする
ヒストグラム（図 2、図 3）を示す。図 2 を参照すれば、2008 年自殺率（47 都道府県）の
分布が、統計学において重要な意味を持つ正規分布になっていないように思える。結果、
2008 年自殺率（47 都道府県）の平均 26.3 人、標準偏差 4.09、尖度の標準誤差.68、歪度の
標準誤差.35 であったため、正規分布より尖り、かつ左に偏った分布であった。図 3 を参照
すれば、2010 年より過去 6 年分の自殺率の分布が、本研究で行う多変量解析に適した正規
分布に近似していくのがわかる。結果、2005 年から 2010 年自殺率の平均 26.4 人、標準偏
差 4.11、尖度の標準誤差.29、歪度の標準誤差.15 であった。 
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図 2 ヒストグラム：2008年自殺率（47サンプル） 
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少なくとも 1998 年以降から 2010 年までの自殺率について統計的差異があるかどう
か検証する必要がある。 





ないことがわかった（表 1・図 4 参照のこと）。 
 
表 1 2005 年から 2010 年までの都道府県別自殺率の分散分析 
因子 N 平均値 標準偏差 F値
2005年 47 26.91 4.43 1.418
2006年 47 26.75 4.65
2007年 47 26.96 4.19
2008年 47 26.27 4.09
2009年 47 26.53 4.00








 1998 年から 2004 年までの自殺率については、指標が得られないため、統計的な
差異があるか分からないが、少なくとも 2005 年から 2010 年までの自殺率に統計的
に有意差があることが棄却されて差がないことがわかった。 
 





































殺者数は、1998 年に 3 万人に達し、厚生労働省は、「21 世紀における国民健康づく









 その後、自殺対策基本法（2006 年法律第 85 号）に基づく「自殺総合対策大綱」（2007
年 6 月 8 日閣議決定）において、2016 年までに、2005 年の自殺死亡率（25.5）を
20%以上減少させるとの目標が設定され、自殺予防に関する総合的な対策を推進し
ていった。このことで、自殺予防対策は、各都道府県の責務になったはずである。
しかし、河西（2009）によれば、2008 年の自殺対策予算 225 億円（普及啓発 15 億






























































において、1973 年から 2007 年までに収集された自殺者数を、期間ごとに分析した





 次に、生態学的研究から得られる知見を整理する。この分野は 1850 年代ブリエー
ル・ド・ボワモンによって、初めて自殺問題に関わる統計を記述しようとした
























































































拠を基に推定できる 2 万 3490 人中、健康問題が 1 万 5153 人、経済生活問題 7404














精神分析学の領域は、1922 年ジークムント・フロイトとそれを深めた 1938 年カ











2 のとおり、自殺の危険因子を 12 のカテゴリーにまとめている。 
 






















ヶ月）305 名に面接法（平均 150 分）による聞き取り調査をし、自殺者が自殺を選
択した背景を、警察庁の「自殺の概要資料」をまとめる際に使用している 52 の要因
















































































































































































自殺の抑制要因の 3 つに分けて検討する必要がある。 











































図 6 వⴕ⎇ⓥዷ望ᓟの઒⺑（ฦ要因の自殺໧㗴への影響） 
  






表 4 学໧体♽別⛔⸘ᚻ法を↪いた㊂的自殺⎇ⓥ 
創成年 1822年～（1960年代後半～） 1850年～ 1897年～


















ミクロ的知見 ×（個人対象は困難） ×（細やかな分析不可） ×（個人の自殺の意味は説明不可）
メゾ的知見 ○ ○（多数派を分析することに貢献） ○
精神障害との関わり =　精神異常  ( ≠ 0) ≠0 精神異常の一部
費用と効果 長期間要し、費用も莫大 短時間、低コスト 手間暇がかかり、非現実的
調査者 調査員、医学従事者 監察医、解剖医 研究者
調査対象 当事者に調査可能 当事者の間接的情報 限定的な公開された（個人）指標
主な分析方法 コホート分析（前向き研究可能） 単純集計表、クロス集計教、相関分析 単回帰分析（後ろ向き研究のみ）











































表 5 学໧体♽別⛔⸘ᚻ法を↪いた⾰的自殺⎇ⓥ 
創成年 1922年～ 1926年～ 1985年～


















ミクロ的知見 ○ ○ ○
メゾ的知見 䂦 ○ 䂦
精神障害との関わり 94㩼 90㩼એ਄ ኒ接に関連し䈩いる
費用と効果 ା㗬性のため෻ᓳ的⹏ଔ必要 現実的な実態ᛠី可能 㜞コスト、研究の⛘対数がዋない
調査者 精神⑼医 ኾ㐷的⸠✵をฃ䈔た㕙接者 ⋤進しが䈤な研究者
調査対象 自殺事ઙ、⸥タされた事例 未遂者、ᣢ遂者→ㄭ親者 䈅ら䉉る公的೙度に䉋る࿷ሽ⾗ᢱ
分析方法 䉥ッ䉵Ყに䉋る∉学的分析 半構造化㕙接、パイロットスタデ䉞 ∝例対照研究















































































 上記、2008 年各都道府県別自殺率と「統計でみる都道府県のすがた 2011」で計上













あったかを、2010 年 1 月に計上された 2009 年自殺率（自殺日・居住地）を従属変
数とし、抽出された因子得点を説明変数とする重回帰分析を行った。なお、それら
の因子得点によって、関連のある因子同士が弁別できるかを検討した。 
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 最後に、観点別クラスター同士で、自殺率の平均に違いがあるか、一元配置の分
散分析で検討した。なお、サンプル数が 47 都道府県と少ないため、Amos によるベ






 2008 年各都道府県別自殺率と社会統計指標「統計でみる都道府県のすがた 2011」









通性.10 以下と 1.0 以上の指標についても除外）した。 










とから、「高齢者の暮らしやすさ」と名付けた（結果を表 6 参照のこと）。 
第 1 因子の寄与率は 17.42%、第 2 因子の寄与率は 15.52%、第 3 因子の寄与率は
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表 6 ᦨዕ法、-CKUGT のᱜⷙ化を઻߁バモマセクス࿁ォによる因子分析 









高╬学校ත業者のㅴ学率 82 -13 -31 26 85
㓹↪保険ฃ⛎率（-） 79 12 -04 04 64
生ᵴ保⼔⾌ 70 09 31 17 63
身体障害者ዞ職者Ყ率 68 31 -16 29 67
死産率（-） 66 -40 -20 16 67
高ත者にභめるዞ職者ഀว（-） 63 -15 41 -09 59
᳓ᵞト゜レのある住ቛᲧ率 61 29 -24 -06 52
৻⥸病㒮࿷㒮患者ᢙAᏱ勤医Ꮷ1人1ᣣ（-） 55 03 -50 -24 61
☻಴生率 12 77 -18 -05 64
ᄢ学ᣂⷙත業者の無業者率（-） -21 71 -28 04 62
婚ᆪ率 54 68 -42 -01 93
年ᐔဋ気᷷ 05 68 04 33 57
ᜬߜ家住ቛの⇥ᢙA1人あたり（-） 06 65 -43 13 63
ᑪ物Ἣἴ損害㗵A人ญ1人あたり（-） 26 54 -03 23 42
主要道〝⥩ⵝ率 10 52 -04 27 35
ᢎ育⾌ഀว
- 02 -08 80 -26 72
家⸘を支߃る者が㓹↪者である᥉通਎ᏪᲧ率
- -25 08 75 -14 66
保育ᚲᢎ育᥉෸ᐲ 05 -38 62 -09 54
社会⑔␩⾌ഀว
- -05 -53 62 -15 68
ドートシ゜ムዞ職率 -32 -32 58 -29 62
৻⥸⽷Ḯのഀว
- -36 -23 52 02 45
ⴡ生⾌
- -31 -36 48 -18 48
ೃ法‽検᜼率
- -35 -11 37 -26 34
ᣣᾖᤨ間（年間） 19 27 05 74 67
㒠᳓ᣣᢙ（年間）
- -03 34 -30 68 67
ㇷଢ⾂金ᱷ高 49 -38 15 56 72
⠧人⑔␩⾌ഀว -17 07 -28 51 37
⵾ㅧຠ಴⩄㗵╬Aᓥ業者1人あたり 19 00 -26 51 36
年ᐔဋ⋧対Ḩᐲ
- 34 32 -07 51 48
ἴ害ᓳᣥ⾌ഀว
- 27 27 -38 41 46
因子ነਈ 523 466 457 310 1755




 2008 年各都道府県別自殺率（自殺日・居住地）及び、因子分析に用いた 30 指標
についての相関分析は、互いの相関係数を表 7 に記載している（**は 0.1%水準で、
*は 0.5%水準で有意であったことを表す）。 
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とがわかった。結果を、表 6 に抽出された 4 因子自殺率との相関 r を付記したもの
も記す。このことから、標準重回帰推定式が得られ、その決定係数 R²は.59 であり、
自由度調整済みの決定係数（adjusted R²）は.55 であった。 
 
表 8 2008 年自殺率をᓥዻᄌᢙとする重࿁Ꮻ分析（スゾセプョ゜ゲ法） 
⺑᣿ᄌᢙ
高齢者の᥵らしやすߐ -44  -46 
経済的な⼾かߐ -43  -45 
⑔␩・ⴡ生㒖害ᐲ 31  34 









表 9 2009 年自殺率をᓥዻᄌᢙとする重࿁Ꮻ分析（スゾセプョ゜ゲ法） 
⺑᣿ᄌᢙ
高齢者の᥵らしやすߐ -41  -43 
経済的な⼾かߐ -53  -54 
⑔␩・ⴡ生㒖害ᐲ 23  27 











るにあたり、2010 年 1 月に計上された 2009 年自殺率（自殺日・居住地）を従属変
数とし、抽出された各因子得点を説明変数とする重回帰分析、ステップワイズ法を
行った。結果を、表 7 のように標準重回帰推定式が得られ、その決定係数 R²は.57
であり、自由度調整済みの決定係数（adjusted R²）は.53 であった。 



















図 7 ᛽಴ߐれた 4 因子によるタンチュグラム（᮸状図） 








 各クラスターの特徴を知るために、各クラスターの抽出された 4 因子の平均に差
があるのか、一元配置の分散分析を行った。しかし、どのクラスターと、各々の因
子得点の平均に有意差があるか不明なため、その後の検定として Bonferroni の多重
比較を行った。結果を表 10 に記す。 
 




,クラスシー 0 ᐔဋ୯ ᮡḰ஍Ꮕ
Σ Τ 9 17 -119  66
Υ 24 -04 -98  82
Φ 7 95 -197  123
Υ Φ -99 
社会的な⼾かߐ 228
Τ Σ 7 -23 -234  44
Υ 24 31 -171  52
Φ 7 98 -238  42
Φ Σ 121 
Τ Σ 84 
Φ 95 
Υ Σ 7 -104 175  44
Τ 9 -19 90  82
Φ 7 -115 186  21



























たものと、各クラスターの内訳を、表 11 のように整理した。 
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ർᶏ道・᧲ർ ർᶏ道・㕍᫪・ጤᚻችၔ・⑺↰・ጊ形・⑔ፉ ̆ ̆ ̆
関᧲・ା⿧ ̆ ⨙ၔ・ᩔᧁ・ၯ₹ජ⪲・神ᄹᎹ ⟲㚍・ጊ᪸・㐳㊁
᧲੩
ᣂẟ
ർ㒽・᧲ᶏ ̆ ̆ ጘ㒂・㕒ጟ・愛⍮・ਃ重 ንጊ・⍹Ꮉ・⑔੗
近⇰・中࿖ ̆ ṑ⾐・੩都・ᄹ⦟ ᄢ㒋・౓ᐶ・๺᱌ጊጟጊ・ᐢፉ・ጊญ 㠽ข・ፉᩮ
྾࿖ ̆ ̆ ᓼፉ・㚅Ꮉ・愛ᇫ・高⍮ ̆
਻Ꮊ・ᴒ✽ ̆ ᴒ✽ ⑔ጟ・૒⾐・㐳ፒ・ᾢᧄᄢ分・ችፒ・㣮児ፉ ̆






Bonferroni の多重比較を行った。そこで、全クラスターから取り出した 3 つのクラ
スターの組み合わせ全てについて平均値の差を検定したものである。統計的に有意
差が認められたクラスター間について表 12 にて示した。 
 
表 12 2008 年自殺率とฦクラスシー間の分散分析 

+ クラスシー 
,クラスシー 0 ᐔဋ୯ ᐔဋ୯のᏅ 
+-, ᮡḰ஍Ꮕ (୯
Σ Τ 9 2344 787 068 892
Υ 24 2532 599 067
Τ Φ 7 2811 -467 156
 ᐔဋ୯のᏅ、(୯ߪ 005 ᳓Ḱで᦭意  
 
結果、2008 年自殺率（対 10 万人）は、クラスターⅠ（平均 31.31 人）「北海道・
東北 6 県」については、別の 3 つのクラスターのうちクラスターⅡ「近畿東部 3 県・
首都圏 5 県・沖縄」（平均 23.44 人）とクラスターⅢ「その他 24 県」（平均 25.32 人）
との対比において、自殺率の平均に 5%水準で有意差があった。 




=8.92 であり、視覚的に自殺率の平均に差異があることがわかる（図 8 を参照のこ
と）。 
 













MCMC 標本により得た 30,500 回の標本抽出のうち最初の 500 回を破棄したもの
から β の事後統計量を推定し、表 13 にその推定値を示した。なお、β 係数の 95%信
用区間に 0 が含まれなければ、その説明変数は有意に従属変数「2008 年自殺率」を
有意に説明していると解釈される。 
 
Ǫ係ᢙ ᐔဋ୯ ᮡḰ஍Ꮕ 中ᄩ୯  95ਅ㒢  95上㒢 ᦨ小୯ ᦨᄢ୯
2008年ᐲ自殺率（自殺ᣣ・居住地）＜㧙経済的な⼾かߐ -180 44 -179 -267 -93 -370 08
2008年ᐲ自殺率（自殺ᣣ・居住地）＜㧙社会的な⼾かߐ -127 43 -128 -209 -39 -298 52
2008年ᐲ自殺率（自殺ᣣ・居住地）＜㧙⑔␩・ⴡ生㒖害ᐲ 135 46 135 45 225 -40 348
2008年ᐲ自殺率（自殺ᣣ・居住地）＜㧙高齢者の᥵らしやすߐ -192 46 -192 -281 -101 -395 24  
表 13 パ゜ゲ࿁Ꮻペタルによるផቯ⚿ᨐ 
 
MCMC 推定の結果、全ての説明変数の β 係数が、その 95%信用区間に 0 を含んで
おらず「経済的な豊かさ」（平均 =-1.80, 95%信用区間 = [-2.67, -.93]）「社会的な豊
かさ」（平均 =-1.27, 95%信用区間 = [--2.09, -.39]）「福祉・衛生阻害度」（平均 =1.35, 
95%信用区間 = [.45, 2.25]）そして「高齢者の暮らしやすさ」（平均 =-1.92, 95%信用
区間 = [-2.81, -1.01]）で、抽出された全ての因子得点が有意であった。 
 
































































度の平均因子得点差が 0.23（因子得点のため平均 0、標準偏差 1 に従う）、平均自殺
率の差が 7.87 人に対し、クラスターⅡ群とクラスターⅣ群の比較において、福祉・


































の暮らしやすさ」、そして「福祉・衛生阻害度」の 4 因子と、2008 年及び 2009 年自









































の因子得点が平均より低い都道府県の大半を巻き込んで、2011 年 3 月 11 日東日本
大震災が発生した。経済的な豊かさの観点で言えば、円高高止まりを皮切りとする
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Abstract: 
This article aims to explore factors of suicide among Japanese people by analyzing the 
data of health-related variables and the rate of suicide per prefecture in 2008 and 2009.  The 
author extracts 4 components which are named “economical factor”, “social factor”, “factor of 
welfare for the elderly” and “retardation factor of welfare” by the factor analysis method.  A 
stepwise regression analysis shows that the 4 factors are related to the rate of suicides in 2008 
and 2009.  A hierarchical cluster analysis is employed to classify 47 Japanese prefectures.  
Consequently, the 47 prefectures are classified into 4 clusters.  The results of ANOVAs reveal 
that significant mean differences in the four clusters are found.  This article also discusses 
about the implication of the findings for promoting measures for the prevention of suicides in 
Japan. 
 
Key Words:  Suicide Rates, Factor Analysis, Multiple Regression Analysis, Cluster Analysis, 
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